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地震本部
ニュース

「地震調査研究推進本部（本部長：文部科学大臣）」（地
震本部）は、政府の特別の機関で、我が国の地震調
査研究を一元的に推進しています。

2011年

4月号

■阿武隈川下流における堤防の沈下

■津波による被災状況（名取市内）
写真提供（中・下）：国土交通省東北地方整備局

仙台河川国道事務所

■地震調査委員会第220回（臨時会）の様子

− 東北地方太平洋沖地震による被害 −

地震調査委員会〔第219回〕
定例会（平成23年3月9日）

2011年２月の地震活動の評価

地震調査委員会（臨時会）〔第220回，第221回，第222回〕
平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震の評価
3月12日長野県・新潟県県境付近の地震の評価
3月15日静岡県東部の地震の評価

地震調査委員会
活断層の長期評価

中央構造線断層帯（金剛山地東縁−伊予灘）の
長期評価を一部改訂

防災研究事業
災害時のトップマネージメント 第４回

トップが直面する課題と求められるサポート体制

地震調査研究への期待
政策委員会　総合部会

委　員　国崎　信江

地震調査研究機関の活動状況
名古屋大学大学院環境学研究科

准教授　山中　佳子
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検索地震調査地震調査研究推進本部が公表した資料の詳細は、地震本部のホームページ［http://www.jishin.go.jp/］で見ることができます。

＊本誌を無断で転載することを禁じます。
＊本誌で掲載した論文等で、意見にわたる部分は、筆者の個人的意見であることをお断りします。

ご意見・ご要望はこちら　➡　news@jishin.go.jp
＊本誌についてのご意見、ご要望、質問などがありましたら、電子メール

で地震調査研究推進本部事務局までお寄せください。
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地震調査研究推進本部事務局（文部科学省研究開発局地震・防災研究課）
東京都千代田区霞が関3-2-2 TEL 03-5253-4111（代表）

地 震 調 査 に 期 待 す る こ と

国崎　信江（くにざき・のぶえ）
危機管理教育研究所代表。
家庭・地域における防災・防犯を提唱。講演、
執筆、メディアで情報提供をしている。文部科
学省「地震調査研究推進本部政策委員会」委員、
気象庁「緊急地震速報評価・改善検討会」委員
などを務めるほか、海外での防災教育活動も
行っている。

地震調査研究への期待

地震調査研究機関の活動状況 　 名古屋大学地震火山・防災研究センター／名古屋大学減災連携研究センター

山中　佳子（やまなか・よしこ）
名古屋大学大学院環境学研究科　地震火山・
防災研究センター、准教授。名古屋大学減
災連携研究センター兼任。東京大学大学院
理学系研究科博士課程修了、東京大学地震
研究所助手を経て現職。理学博士。専門分
野は地震学。地震調査委員会委員。

図　豊橋に設置したアクロス震源の信号をHi-net観測点作手で取得した伝達
関数（上部）とその相互相関係数の時間変化。プレート境界からの反射
波が期待される走時付近の相関に時間変化が見られる。

　2007年10月1日に一般向けの運用が始まってから３
年。緊急地震速報は、地震の発生を捉え、揺れが到達する
前に教えてくれる世界初のシステムで、地震の発生前にそ
の発生を予測する「地震予知」ではありませんが、「揺れ
る前に知る」という意味では国民が待ち望んでいたもので
あることは間違いありません。地震調査研究の成果には、
ほかに「全国地震動予測地図」があります。自分の住む地
域が今後30・50年以内に震度６弱や５弱以上の揺れに見
舞われる確率などが表示されているほか、活断層の位置を
地図上に表示し、身近にある潜在的な危険を確認できます。
　どちらも有効に活用すれば災害軽減につながると期待さ
れています。しかし、世界が認めるほどに国民が地震調査
研究の実績や成果を利活用しているかというと残念ながら
そうではないようです。「地震本部の存在」も、どのよう
な地震調査研究をしているのか知らないという人もいるで
しょう。成果の周知や利活用についてはさまざまな視点か
ら論じられているところですが、利用者（研究者・地方自
治体・技術者・一般市民）のニーズや、建築防災や建物の
耐震設計等の活用への期待に十分に応えられていない現状
もあります。

　名古屋大学大学院環境学研究科地震火山・防災研究セン
ターでは、中部地区に地震と地殻変動の観測点を設け、地
震発生や火山噴火の予知に関する研究を全国の研究機関と
共同で行っています。特に測地学的手法を用いた活断層構
造の解明、アクロスや海底地殻変動などの新しい観測手法
の開発、地震観測による低周波微動の解明、御嶽山周辺で
の地震群発活動の解明、巨大地震の発生メカニズムの解明
などに取り組んでいます。
　また名古屋大学では2010年12月に学内に『減災連携
研究センター』を新たに設立しました。ここでは理学だけ
でなく工学、医学、社会学の研究者が一堂に会し、分野間
や地域・産学官民の連携による新たな減災研究を推進し、
安心安全な地域社会の実現に寄与することを目的としてい
ます。特に東海、東南海、南海地震の３連動地震やスー
パー伊勢湾台風など東海地域が抱える甚大な被害を受け
る可能性が高い災害に対して、各学問分野の先端研究を行
うだけでなく、愛知県、岐阜県、静岡県、三重県にある大
学研究者とも連携し、広い分野の研究者が共通言語で議論
することによって新たな減災戦略モデルを構築しようとし
ています。さらには産学官民・地域連携によって災害に対
する事前の対策、発災時の迅速、的確な対応など社会への
還元を目指しています。

　そこで、『わが国の地震調査研究を国民にしっかり伝え
よう』というコンセプトをもってどの組織が何をわかろう
として、どのような調査研究をどこでどのくらいの期間し
ているのか、だれがどのような思いで挑戦しているのかに
ついて、ひとつひとつのプロジェクトを丁寧に紹介するこ
とが重要であると考えます。世界に誇る日本の最先端の科
学技術（地球深部探査船「ちきゅう」や「Ｅ-ディフェンス」
など）や日々の地道な調査の積み重ねによって緊急地震速
報や地震動予測地図ができるまでのプロセスには、大人も
子どもも知って楽しいわくわくする科学技術が存在しま
す。目標達成の感動を共有できるしくみがあれば、国民自
らが積極的にどう活用すべきかを考え行動できるようにな
ると思います。
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第219回地震調査委員会
定例会（平成23年3月9日） 2011年

月例地震活動評価 2月の地震活動の評価

　1 主な地震活動
　目立った活動はなかった。

□2 各地方別の地震活動
北海道地方
　目立った活動はなかった。

東北地方
●2月10日に福島県沖の深さ約50kmでマグニチュー

ド（M）5.4の地震が発生した。この地震の発震機構
は西北西－東南東方向に圧力軸を持つ逆断層型で、
太平洋プレートと陸のプレートの境界で発生した地
震である。

● 2月27日に福島県沖の深さ約45kmでM5.2の地震
が発生した。この地震の発震機構は西北西－東南東
方向に圧力軸を持つ逆断層型で、太平洋プレートと
陸のプレートの境界で発生した地震である。

関東・中部地方
● 2 月 5 日に千葉県南東沖の深さ約65kmでM5.2の

地震が発生した。この地震の発震機構は東北東－西
南西方向に圧力軸を持つ横ずれ断層型であった。

● 2月26日に房総半島南方沖の深さ約55kmでM5.0
の地震が発生した。この地震の発震機構は西北西－
東南東方向に張力軸を持つ型であった。

●2 月27 日 5 時 38 分に岐阜県飛騨地方の深さ約５
kmでM5.5の地震が発生した。この地震の発震機構
は北北西－南南東方向に圧力軸を持つ逆断層型で、地
殻内で発生した地震である。また、同日２時18分に
M5.0の地震が発生するなど活発な地震活動が見られ
ていたが、活動は徐々に減衰している。

● 東海地方のGPS観測結果等には特段の変化は見られ
ない。

近畿・中国・四国地方
●2 月21日に和歌山県北部〔和歌山県南部〕の深さ約

55kmでM4.8の地震が発生した。この地震はフィリ
ピン海プレート内部で発生した地震である。この地
震の発震機構は北東－南西方向に張力軸を持つ型で
あった。

九州・沖縄地方
● 2 月 4 日に奄美大島北東沖でM5.0の地震が発生し

た。この地震の発震機構は東西方向に張力軸を持つ型
であった。

補足
● 3 月 7 日にトカラ列島近海でM5.1の地震が発生した。
● 3 月9 日に三陸沖でM7.3の地震が発生した。

注：〔　〕内は気象庁が情報発表で用いた震央地域名である。

詳しくは、ホームページ［http://www.jishin.go.jp］をご覧ください。

ａ）2月5日に千葉県南東沖でM5.2の地震（最大震度4）が発生した。
ｂ）2月26日に房総半島南方沖でM5.0の地震（最大震度3）が発生した。
ｃ）2月27日に岐阜県飛騨地方でM5.5の地震（最大震度4）が発生した。

ａ）2月21日に和歌山県北部でM4.8の地震（最大震度4）が発生した。
気象庁はこの地震に対して〔和歌山県南部〕で情報を発表した。

ａ）2月 3日から諏訪之瀬島の近海で、M3.7の地震（最大震度 2）を最
大とする、まとまった地震活動があった。
気象庁はこの地震に対して〔トカラ列島近海〕で情報を発表した。

ｂ）2月4日に奄美大島北東沖でM5.0の地震（最大震度3）が発生した。
〈 2月期間外〉
　　3月7日にトカラ列島近海でM5.1の地震（最大震度3）が発生した。

　特に目立った活動はなかった。

3 関東・中部地方 5 九州地方

4 近畿・中国・四国地方 6 沖縄地方
N＝3258 N＝1115

N＝4690

ａ）2月10日に福島県沖でM5.4の地震（最大震度4）が発生した。
ｂ）2月13日から三陸沖で、M5.5の地震（最大震度1）を最大とする、
まとまった地震活動があった。

ｃ）2月27日に福島県沖でM5.2の地震（最大震度3）が発生した。

　特に目立った活動はなかった。

1 北海道地方

2 東北地方

N＝1138

N＝2603

N＝2184

各地方別の地震活動図は気象庁・文部科学省提出資料を基に作成。
また各地方の図に記載されたN＝は図中の地震の総数を表す。

注：この図の詳細は地震調査研究推進本部ホームページの毎月の地震活動に
関する評価に掲載。地形データは日本海洋データセンターのJ-EGG500、
米国地質調査所のGTOPO30、及び米国国立地球物理データセンター
のETOPO2v2を使用。

深さによる震源のマーク Mによるマークの大きさ
30km未満
30km以上
80km以上
150km以上
300km以上

各図の縮尺は異なる。そのため、凡例のMによるマークの大きさは目安で、図中のM
のマークの大きさと同じではない。

80km未満
150km未満
300km未満
700km未満

M7.0以上

M6.0から6.9まで
M5.0から5.9まで
M4.0から4.9まで
M3.0から3.9まで
M3.0未満とMが決まらなかった地震

ａａ

ａ
ｂｂ ａ

ｂｂ

ｃｃ

ａ

ｂｂ

ｃｃ



地震調査委員会

第220回・第221回・第222回 臨時会

　３月11日14時46分頃、三陸沖の深さ約24kmで
マグニチュード（Ｍ）9.0（暫定値）の地震が発生し
ました。
　この地震の規模は、これまでに日本で観測された
地震の中で最大であり、地震の震源域は岩手県沖か
ら茨城県沖までの広範囲にわたっています。
　この地震で、宮城県栗原市で震度7、宮城県、福島
県、茨城県、栃木県で震度６強の揺れが観測される
とともに、大津波が発生し、各地で甚大な被害が発生
しています。また、その後も余震とみられる地震が発
生しています。

4 地震本部ニュース　2011.4 52011.4　地震本部ニュース

平成23年（2011年）

東北地方太平洋沖地震などの評価のため臨時会を開催

<地震の概要（気象庁）＞

　　今回の地震に対し、気象庁は「平成23年（2011
年）東北地方太平洋沖地震」と命名しました。

（1）発生日時
　平成23年（2011年）３月11日14時46分頃

（2）震源及び規模（推定）
　　三陸沖（北緯38.1度、東経142.9度、牡鹿半島

の東南東130km付近）、深さ約24km（暫定値）、
マグニチュード9.0（暫定値 )

（3）各地の震度（震度 5 強以上）：図１

震度７　：宮城県北部 
震度６強：宮城県南部、宮城県中部、福島県中通り、福

島県浜通り、茨城県北部、茨城県南部、栃
木県北部、栃木県南部 

震度６弱：岩手県沿岸南部、岩手県内陸北部、岩手県内
陸南部、福島県会津、群馬県南部、埼玉県
南部、千葉県北西部 

震度５強：青森県三八上北、岩手県沿岸北部、秋田県沿
岸南部、秋田県内陸南部、山形県村山、山
形県置賜、群馬県北部、埼玉県北部、千葉
県北東部、千葉県南部、東京都 23区、新島、
神奈川県東部、山梨県中部、山梨県西部、
山梨県東部・富士五湖

（4）津波：図２
　　３月11日14時49分　津波警報（大津波）を発表。

16時08分以降追加発表。
　　３月13日17時58分　津波注意報はすべて解除。

（5）余震の発生状況：図３
　　余震は、岩手県沖から茨城県沖の長さ約500km、

幅約200kmの広い範囲で発生しています。過去の
事例から見ても、今回の余震活動はきわめて活発で
す。最大余震は、11日15時15分に発生したM7.7
の地震（最大震度６弱）で、M7.0以上の余震が３
回発生しています（3月22日現在）。

　本地震の評価文は、次のとおりです。

第220回、第221回、第222回
地震調査委員会（臨時会）を開催

　地震調査研究推進本部地震調査委員会は、３月11日
から16日までに３回の臨時会を開催しました。
　３月11日14時46分頃、三陸沖で発生した東北地
方太平洋沖地震を評価するため、地震調査研究推進本
部地震調査委員会は、３月11日に第220回地震調査
委員会（臨時会）を、また同地震及び３月12日３時
59分頃発生した長野県・新潟県県境付近の地震を評価
するため、第221回地震調査委員会（臨時会）を３月
13日午後に開催しました。さらに、3月15日22時
31分頃発生した静岡県東部の地震を評価するため、３
月16日夕刻に第222回地震調査委員会（臨時会）を
開催しました。

平成23年（2011年）

東北地方太平洋沖地震

○３月11日14時46分頃に三陸沖の深さ約25kｍでマ
グニチュード（Ｍ）9.0（暫定）の地震が発生した。
今回の本震の規模はこれまでに日本国内で観測され
た最大の地震である。この地震により宮城県栗原市
で最大震度７を観測した。また、相馬で7.3ｍ以上、
大洗で4.2ｍ、釜石で4.1ｍ以上などの高い津波を北
海道地方、東北地方、関東地方の太平洋沿岸で観測
した。

○発震機構は西北西－東南東方向に圧力軸
を持つ逆断層型で、太平洋プレートと陸
のプレートの境界で発生した地震である。

○３月13日15時現在、最大の余震は11日
15時08分に発生したＭ7.5（暫定）の
地震で、岩手県から茨城県にかけての太
平洋沖でＭ7.0以上の地震が３回発生し
ており、Ｍ6.0以上の余震が40回（暫
定値）発生している。余震域は南北約
500kｍにわたっている。今後も規模の
大きな余震が発生する恐れがある。

○GPS観測の結果によると、本震の発生
に伴って、志津川観測点（宮城県）が約
4.4ｍ東南東に移動するなどの地殻変動
が観測されている。また、岩手県から福
島県にかけての沿岸で最大約75cｍの沈
降も観測されており、津波がおさまった
後も引き続き浸水している地域がある。

○今回の地震の震源域は、岩手県沖から茨
城県沖までに及んでいる。地震波及び
地殻変動などによる様々な解析結果が

　あるが、その長さは約400kｍ、幅は約200kｍで、
最大の滑り量は約20ｍ以上であったと推定される。
地震調査委員会で評価している宮城県沖・その東の
三陸沖南部海溝寄り、福島県沖、茨城県沖の領域を
震源域としたと考えられるが、更に三陸沖中部や、
三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの一部にまで及ん
でいる可能性もある。

　（P６の図４、図５参照）

図１　東北地方太平洋沖地震震度分布図

＊地震調査委員会では震度６弱以上を観測した場合や、委員長
が必要と認めた場合には全体会（臨時会）を開催し、迅速に
地震活動の評価をすることとしています。

■ 第220回地震調査委員会（臨時会） で挨拶する髙木文部科学
大臣（右）と笹木副大臣（左）
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	 	 第一波	 	 	 最大波
相馬	 11日14時55分	 押し	 0.3m	 11日15時50分	 7.3m以上
大洗	 11日15時15分	 押し	 1.8m	 11日16時52分	 4.2m
釜石	 11日14時45分	 引き	 0.1m	 11日15時21分	 4.1m以上
宮古	 11日14時48分	 押し	 0.2m	 11日15時21分	 4.0m以上
石巻市鮎川	 11日14時46分	 押し	 0.1m	 11日15時20分	 3.3m以上
大船渡	 11日14時46分	 引き	 0.2m	 11日15時15分	 3.2m以上
むつ市関根浜	 11日15時20分	 引き	 0.1m	 11日18時16分	 2.9m
根室市花咲	 11日15時34分	 引き	 微弱	 11日15時57分	 2.8m
十勝港	 11日15時26分	 引き	 0.2m	 11日15時57分	 2.8m以上
浦河	 11日15時19分	 引き	 0.2m	 11日16時42分	 2.7m

気象庁作成

主な観測点の観測値

図２　津波観測状況

平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震の評価

図３　震央分布図（2011年3月11日12時00分～3月22日12時00分、深さ
90km以浅、M≧5.5）
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○３月15日22時31分頃に静岡県東部の深さ約15k
ｍでマグニチュード（Ｍ）6.4（暫定）の地震が発
生した。この地震により静岡県富士宮市で最大震度
6強を観測した。その後、震度4を観測する余震が
発生するなど、余震活動が続いている。

○この地震の発震機構は南北方向に圧力軸を持つ型で
ある。今回の地震の余震分布と本震の発震機構から
推定される震源断層は、北東－南西方向に延び、南
東に下がる断層面を持つ左横ずれ断層であると考え
られる。

○GPS観測の結果によると、本震の発生に伴って、
裾野１観測点（静岡県）が約３cｍ東北東に移動す
るなどの地殻変動が観測されている。

○今回の地震は、想定東海地震の想定震源域の近くで
発生しているが、想定東海地震とは異なる発震機構
で発生した地震である。気象庁の観測によると、東
海地域に設置したひずみ計には、直ちに想定東海地
震に結びつくような異常な地殻変動は観測されてい
ない。

○３月11日に発生した平成23年（2011年）東北地
方太平洋沖地震の発生に伴って、水平方向に４m以
上の水平変動が観測されるなど、大きな地殻変動が
観測され、概ね東西方向に伸張、南北方向に圧縮す
るひずみを、広域にわたり与えており、今回の地震
はその影響によって発生した可能性は否定できない。

　東北地方太平洋沖地震が発生した翌日の早朝に、長野県・新潟県県境付近を震源とするマグニチュード（Ｍ）
6.7（暫定）の地震が発生しました。
　３月13日に開催された第221回地震調査委員会（臨時会）において、以下のように評価されました。

2011年3月12日　長野県・新潟県県境付近の地震

2011年3月15日　静岡県東部の地震

　3月15日22時31分頃発生した静岡県東部の地震を評価するため、３月16日夕刻に第222回地震調査委
員会（臨時会）が開催されました。評価結果は以下のとおりです。

詳しくは、ホームページ［http://www.jishin.go.jp］をご覧ください。

■ 阿部委員長（右）と島崎委員長代理（左）
　 第221回地震調査委員会（臨時会）

2011年3月12日3時59分頃の長野県・新潟県
県境付近の地震 長野県・新潟県県境付近の地震の評価

2011年3月15日22時31分頃の静岡県東部の地震

今回の地震

平成６年（1994年）
北海道東方沖地震

平成 15年（2003年）十勝沖地震 

昭和三陸沖地震

昭和南海地震 

○3月12日3時59分頃に長野県・新潟県県境付近の深さ約
10kmでマグニチュード（Ｍ）6.7（暫定）の地震が発生した。
この地震により長野県栄村で最大震度6強を観測した。その後、
震度6弱を観測する余震が２回発生するなど大きな余震が発生
した。

○この地震の発震機構は北北西－南南東方向に圧力軸を持つ逆
断層型（暫定）で、地殻内の浅い地震である。

○GPS観測の結果によると、本震の発生に伴って、松之山観測
点（新潟県）が約39cｍ北東に移動するなどの地殻変動が観
測されている。

震央分布図
（1997年10月以降、深さ0～40km、M≧3.0）

今回の地震

※房総沖についてフィリピン海
プレートの沈み込みに伴うものは
相模トラフの地震の評価の際に
評価を行った

※房総沖

福島県沖

三陸沖
中部

三陸沖北部

茨
城
県
沖

三

陸

沖

北

部

か

ら

　

　

　

　

　

　
房
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沖

の

海

溝

寄

り
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南

部

　

　

　

海

溝

寄

り

宮
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日
本
海
溝

図４　三陸沖北部から房総沖の評価対象領域

図５　震央分布図（1923年8月以降、M≧8.0）
　　　平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震の震央

（図中の「今回の地震」） 静岡県東部の地震の評価

震央分布図
（1923年8月以降、深さ60km以浅、M≧5.0）

■ 第222回地震調査委員会（臨時会）のもよう

各観測点の震度分布図（震央近傍を拡大）各観測点の震度分布図（震央近傍を拡大）

各地域の震度分布図

各地域の震度分布図

×：震央×：震央
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　位置及び形態
　中央構造線断層帯は、奈良県香

か

芝
しば

市から五條市、和歌山
県和歌山市、淡路島の兵庫県南あわじ市（旧三原郡南

なん

淡
だん

町）
の南方海域を経て、徳島県鳴門市から愛媛県伊予市まで四
国北部をほぼ東西に横断し、伊予灘に達しています。断層
はさらに西に延びますが、ここでは佐田岬北西沖付近より
も東側を評価の対象としています。全体として長さは約
360kmで、右横ずれを主体とし、上下方向のずれを伴う
断層帯です。なお、断層帯の最東端の奈良県香芝市から五
條市に至る金剛山地東縁部は断層の西側が東側に対して相
対的に隆起する逆断層です。

　過去の活動
　中央構造線断層帯は、過去の活動時期の違いなどから、
全体が６つの区間に分けられます。
① 金剛山地東縁

金剛山地東縁の奈良県香芝市から五條市付近までの区間
●最新の活動：約2,000年前以後、４世紀以前
●平均活動間隔：約2,000～14,000年
●１回のずれの量：１ｍ程度（上下成分）

② 和泉山脈南縁
和泉山脈南縁の奈良県五條市から和歌山市付近に至る区
間
●最新の活動：７世紀以後、９世紀以前
●平均活動間隔：約1,100～2,300年
●１回のずれの量：４ｍ程度（右横ずれ成分）

③ 紀淡海峡－鳴門海峡
和歌山市付近ないしその西側の紀淡海峡から鳴門海峡に
至る区間
●最新の活動：約3,100年前以後、約2,600年前以前
●平均活動間隔：約4,000～6,000年
●１回のずれの量：不明

④ 讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部
石鎚断層及びこれより東側の区間
●最新の活動：16世紀
●平均活動間隔：約1,000～1,600年
●１回のずれの量：6～7ｍ程度（右横ずれ成分）

⑤ 石鎚山脈北縁（岡村断層）
石鎚山脈北縁の岡村断層からなる区間
●最新の活動：16世紀
●平均活動間隔：約1,000～2,500年
●１回のずれの量：6ｍ程度（右横ずれ成分）

⑥ 石鎚山脈北縁西部－伊予灘

地震調査
委 員 会

活断層の長期評価
中央構造線断層帯（金剛山地東縁－伊予灘）の
長期評価を一部改訂 石鎚山脈北縁西部の川上断層から伊予灘の佐田岬北西沖

に至る区間
●最新の活動：16世紀
●平均活動間隔：約1,000～2,900年
●１回のずれの量：2～3ｍ程度（右横ずれ成分）

　断層帯の将来の活動
　中央構造線断層帯は連続的に分布しており、地表におけ
る断層の形状のみから将来同時に活動する区間を評価する
のは困難です。ここでは主に過去の活動時期から全体を６
つの区間に区分しましたが、これらの区間が個別に活動す
る可能性や、複数の区間が同時に活動する可能性、さらに
はこれら６つの区間とは異なる範囲が活動する可能性も否
定できません。
　６つの区間が個別に活動する場合、地震の発生が想定さ
れ（表１）、長期確率は表２に示すとおりです。
　金剛山地東縁と和泉山脈南縁の区間は、今後30年の間に
地震が発生する可能性が、我が国の主な活断層の中では「高
いグループ」に属することになります。また、紀淡海峡−
鳴門海峡、讃岐山脈南縁−石鎚山脈北縁東部、石鎚山脈北
縁（岡村断層）、及び石鎚山脈北縁西部−伊予灘の区間は、
今後30年の間に地震が発生する可能性が、我が国の主な活
断層の中では「やや高いグループ」に属することになります。 
　なお、上記6つの区間とは異なる範囲が活動する可能性
や断層帯全体が同時に活動する可能性も否定できません。
断層帯全体が同時に活動した場合は、マグニチュード8.0
程度もしくはそれ以上の地震が発生すると推定されます。
この場合の地震発生の長期確率は求めることはできません
が、想定した6つの区間が個別に活動する長期確率を超え
ることはないと考えられています。

　今後に向けて
　本断層帯ではこれまで数多くの調査研究が行われていま
すが、本断層帯は長大であり、その活動様式は複雑である
と考えられます。したがって、過去の活動履歴をより一層
明らかにするとともに、その活動区間や活動様式の特性を
明らかにする必要があります。
　また、ここでは佐田岬北西沖を本断層帯の西端として評
価しましたが、活動度がやや低いと推定される区間を経て
断層はさらに西に延びており、九州の別府－万年山断層帯
へと続いています。したがって、ここで評価した断層帯の
西端付近については、さらに西側の断層との関係を明らか
にする必要があります。

中央構造線断層帯（金剛山地東縁－伊予灘）の評価結果については、右をご覧ください。　http://www.jishin.go.jp/main/chousa/11feb_chuokozo/index.htm

金剛山地東縁：今後30年以内の地震発生確率＝ほぼ0％－5％「高いグループ」
和泉山脈南縁：今後30年以内の地震発生確率＝0.06％－14％「高いグループ」
紀淡海峡－鳴門海峡：今後30年以内の地震発生確率＝0.005％－1％「やや高いグループ」
讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部：今後30年以内の地震発生確率＝ほぼ0％－0.3％「やや高いグループ」
石鎚山脈北縁（岡村断層）：今後30年以内の地震発生確率＝ほぼ0％－0.3％「やや高いグループ」
石鎚山脈北縁西部－伊予灘：今後30年以内の地震発生確率＝ほぼ0％－0.3％「やや高いグループ」

Point

表 2　将来の地震発生確率等 （地震発生確率の算定基準日は2011年 1月 1日現在）

項　　　　　目

項　　　　　目

地震後経過率
今後30年以内の地震発生確率
今後50年以内の地震発生確率
今後100年以内の地震発生確率
今後300年以内の地震発生確率
集積確率

地震後経過率
今後30年以内の地震発生確率
今後50年以内の地震発生確率
今後100年以内の地震発生確率
今後300年以内の地震発生確率
集積確率

金剛山地東縁

讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部

和泉山脈南縁

石鎚山脈北縁（岡村断層）

紀淡海峡－鳴門海峡

石鎚山脈北縁西部－伊予灘

0.1－1.0
ほぼ０％－５％
ほぼ０％－９％
ほぼ０％－20％
ほぼ０％－50％
ほぼ０％－50％

0.3－0.5
ほぼ０％－0.3％
ほぼ０％－0.7％
ほぼ０％－２％
0.04％－20％

ほぼ０％－０．３％

0.5－1.3
0.06％－14％
0.1％－20％
0.3％－40％
２％－80％
0.1％－90％

0.2－0.5
ほぼ０％－0.3％
ほぼ０％－0.7％
ほぼ０％－２％
ほぼ０％－20％
ほぼ０％－0.3％

0.4－0.8
0.005％－１％
0.009％－２％
0.02％－４％
0.1％－10％
0.02％－20％

0.1－0.5
ほぼ０％－0.3％
ほぼ０％－0.7％
ほぼ０％－２％
ほぼ０％－20％
ほぼ０％－0.3％

①金剛山地東縁
　　地震規模：マグニチュード6.9程度
　　ずれの量：１ｍ程度（上下成分）
②和泉山脈南縁
　　地震規模：マグニチュード7.6～7.7程度
　　ずれの量：４ｍ程度（右横ずれ成分）
③紀淡海峡－鳴門海峡
　　地震規模：マグニチュード7.6～7.7程度
　　ずれの量：不明
④讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部
　　地震規模：マグニチュード8.0程度もしくはそれ以上
　　ずれの量：６～７ｍ程度（右横ずれ成分）
⑤石鎚山脈北縁（岡村断層）
　　地震規模：マグニチュード7.3～8.0程度
　　ずれの量：６ｍ程度（右横ずれ成分）
⑥石鎚山脈北縁西部－伊予灘
　　地震規模：マグニチュード8.0程度もしくはそれ以上
　　ずれの量：２～３ｍ程度（右横ずれ成分）

表１　想定される地震
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図　中央構造線断層帯の位置

①金剛山地東縁　　②和泉山脈南縁

④讃岐山脈南縁−石鎚山脈北縁東部
⑤石鎚山脈北縁（岡村断層）
⑥石鎚山脈北縁西部−伊予灘

⑥石鎚山脈北縁西部−伊予灘　　◉：断層帯の西端

③紀淡海峡−鳴門海峡　　④讃岐山脈南縁−石鎚山脈北縁東部

基図は国土地理院発行数値地図 200000「徳島」「剣山」「岡山及丸亀」「高知」「広島」及び「松山」を使用。

基図は国土地理院発行数値地図 200000「松山」「宇和島」
「中津」及び「大分」を使用。

○：紀淡海峡−鳴門海峡の活動区間のうち、第四紀後期における活動
性が確かめられている区間の東端

基図は国土地理院発行数値地図 200000「和歌山」及び「徳島」を使用。

◉：断層帯の北端および屈曲点
◎：活動区間の両端および境界
○：和泉山脈南縁の活動区間のうち、第四紀後期における
活動性が確かめられている区間の西端

基図は国土地理院発行数値地図200000「和歌山」を使用。
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地震調査研究推進本部は、平成15年2月12日に公表した中央構造線断層帯（金剛山地東縁－伊予灘）を、最近の調査結
果により活動履歴などに関する新たな知見が得られたことから、これを基に評価の見直しを行い、一部改訂版としてとり
まとめ、2月18日に公表しました。ここではその概要を紹介します。



　災害時にトップが直面する課題
　大規模な地震や水害等が発生した場合、都道府県知
事や市町村長はすぐに防災担当部局や幹部職員に連絡
をとり、勤務時間外であれば速やかに登庁して災害対
策本部を設置し、災害対策本部長として避難勧告・指
示の発令や応急対応の指揮、自衛隊への応援要請など
を行います。また本部員会議を招集して状況に対する
認識を全庁で共有し、対応目標を示すとともに、記者
会見を通してメッセージを発信することになります。
　被災者の救助や生活支援、地方自治体組織のマネジ
メント、被災地内外への情報発信など、地方自治体トッ
プの果たす役割は非常に重要です。しかし、実際の災
害では多くの課題に直面します。被災した地方自治体
首長のインタビューや手記を分析すると、「電話が使
えず、連絡がとれなかった」、「家族が大ケガをしてい
た」、「庁舎が利用できなかった」、「登庁した職員が少
なかった」などの理由により、計画どおりに対応でき
なかった例が多くみられます（表１）。
　ある首長は、「我々が被災したのは二度目。一度目
は今後何が起こるのかわからず、不安が大きかった。
今回の方が被害は大きかったが、二度目であるため次
の状況が予測でき、先手を打って落ち着いて対応する
ことが出来た」という趣旨を述べられています。任期

中に大規模な災害に何度も遭遇することは少ないた
め、多くの首長は、初めて災害対応をすることになり、
被災地の状況がイメージできないのです。

　首長向け研修「トップフォーラム」の実施
　被災経験に代わる知識を身につけ、必要な資源管理
を行い、災害時の課題に先手を打って対応するために
は、平時における適切な研修や演習が重要になります。
人と防災未来センターでは、センター職員が各県に出
向き、県内の市町村長を主な対象として、災害対応の
経験不足を補い、突発事態に対して適切な状況認識や
対応方針の提示を目的とした演習「トップフォーラム」
を実施しています。
　このプログラムの特徴のひとつに、自然災害や災害
対応に必要な知識・ノウハウを学ぶ講義（インプット）
と、災害時を想定し実際に手を動かし方針・目標を作
り上げる演習（アウトプット）を組み合わせている点
があげられます（表２）。
　講義では、最近の災害の特徴や教訓、過去の災害対
応事例から導き出された首長の果たすべき役割や教
訓、マスコミを味方に付けた能動的な広報を実施する
ための心得・方法などが伝えられます。また、阪神・
淡路大震災等の記録映像を流すことで、被災経験の無
い首長にも、災害時の火災やインフラの被災、救命救
急活動、避難所の状況などをイメージしてもらえるよ
う工夫しています。

　その後のワークショップでは、講義で得られた知識
を基に、首長自らが手を動かし方針を考え、伝えると
いう演習を実践します。例えば、大地震や津波によっ
て孤立集落や避難所環境の問題が発生した状況を付与
し、５名前後の班に分かれて意見を出し合って将来の
課題を予測し、トップとして全庁的に取り組むべき方
針や１週間後の目標像をつくりあげます。そして首長
として発信すべきメッセージを、模擬記者会見を通し
て被災者に伝え、災害対応を模擬体験するのです。平
成 22 年度は長野県、宮城県、長崎県で演習を実施し、
参加者から高い評価を得ることが出来ました。

　求められる首長へのサポート体制の強化
　災害に備えて平時に首長が行うべきもうひとつの仕
事は、いざという時に、自らを支えてくれる参謀やネッ
トワークを整えておくことです。手記等から過去の災
害で首長が受けたサポートを分析すると、「地方自治体
内部からのサポート」、「外部からのサポート」、「制度・
費用面でのサポート」に大別されます（図）。

　交通や通信が途絶する被災直
後には、地方自治体内部からの
サポートが基本となります。情
報分析、対策立案、組織マネジ
メントを行う防災監や防災担当
部局の体制整備や訓練の実施な
ど、参謀チームの機能・権限の
強化が求められます。
　一方、危機には災害、NBC事故、
テロなどさまざまな事象が存在
しており、それらすべてを地方
自治体内部の資源で対応するの

は困難です。外部からのサポート
として、国、他の地方自治体、自衛隊、研究者・専門
家などから、災害対応のノウハウや過去の経験など
について支援を受けられるネットワークをふだんか
ら作っておくことが求められます。
　自ら下した判断を実現するためには、権限・予算の裏
付けが必要です。特別措置法や復興基金など、首長の
意思決定や復興施策の実施を裏付けてくれる制度・費
用面でのサポートが求められます。2008年の新型イ
ンフルエンザのように対応の根拠となる法律・権限が
不明確だと、国・他の地方自治体・関係機関との役割
分担や情報共有を進めるため、多くの調整作業が発生
します。首長がスムーズに判断できるよう、権限や予
算措置についても平時に議論し定めておく必要があり
ます。
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課題
情報、被災イ
メージの不足

直後に情報が不足し、意思決定が難し
かった。
被災社会についてイメージ力が不足し
ていた。

具体例

家族の被災、
登庁困難

負傷した家族への対応が必要だった。
登庁までの手段、手順が未定だった。

施設、設備の
制約

庁舎に入れず、別の建物で対応した。
設備が使えなかった。

関係機関の調
整

国、県、市町村間の情報連携、調整が
難航した。
国の視察受入が負担となった。

人員、専門知
識の不足

本部長（首長）を補佐する人員が不足
した。
二次災害等の危険性を判断する根拠に
迷った。

費用、制度の
制約

財政負担が不安で、十分な対策を指示
できない。
他組織から情報提供を受ける権限がな
かった。

マスコミ、情
報発信

市民から「顔が見えない」と批判された。
マスコミ対応の負担が大きかった。

防災研究
事　業

  トップが直面する課題と求められるサポート体制
～災害時のトップマネージメント　第4回～

紅谷　昇平（べにや・しょうへい）
（公財）ひょうご震災記念21世紀研究機構
人と防災未来センター　研究主幹。博士

（工学）。
京都大学大学院工学研究科修士課程修了
後、（株）三和総合研究所（現・三菱UFJ
リサーチ＆コンサルティング（株））を経て
2007年より現職。専門は地域復興、自治
体・企業の災害対応など。

講義① 最近の災害対応の教訓と自治体首長の役割
＜センター長＞

講義② 災害対応時に地方自治体の首長に求められる仕
事とは＜研究員＞

講義③ 災害対応における能動的な広報に求められるも
の＜研究調査員＞

演習② 模擬記者発表：１週間後を見据えた目標と被災
者に向けたメッセージ発信

講 評 記者発表、全体の講評

演習① 「地震発生から１週間後までに達成する目標を
考え被災地に発信する」
　・演習オリエンテーション
　・阪神・淡路大震災の映像
　・３日後の災害対策本部資料の説明
　・１週間までの懸念事項を考える
　・１週間後までに達成する目標を設定する
　・模擬記者会見用資料の作成

表１ 地方自治体トップが直面した災害対応の課題

表２ トップフォーラムのプログラム例

図　求められる首長へのサポート体制  　　　　　　　　　

■「トップフォーラム」の演習風景
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